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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

中間連結会計期間
第53期

中間連結会計期間
第52期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高及び営業収入 (百万円) 153,851 184,084 360,314

営業利益 (百万円) 35,443 49,844 80,262

税引前中間利益又は税引前利益 (百万円) 37,008 50,863 82,685

親会社の所有者に帰属する中間

(当期)利益
(百万円) 26,834 36,401 59,171

親会社の所有者に帰属する中間

(当期)包括利益
(百万円) 34,581 31,788 67,916

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 402,437 449,791 427,362

資産合計 (百万円) 570,085 617,760 605,850

基本的１株当たり中間(当期)利

益
(円) 197.95 268.53 436.50

希薄化後１株当たり中間(当期)

利益
(円) 197.95 268.53 436.50

親会社所有者帰属持分比率 (％) 70.6 72.8 70.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円) 43,120 44,695 103,061

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円) △18,184 △37,172 △29,216

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
(百万円) △12,120 △13,106 △24,199

現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高
(百万円) 236,105 266,060 273,747

（注）１．当社は、国際会計基準(以下、IFRS)に準拠して連結財務諸表を作成しております。

２．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．希薄化後１株当たり中間(当期)利益は、潜在株式が存在しないため、基本的１株当たり中間(当期)利益と同額

を記載しております。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

　当中間連結会計期間の国内経済は、物価上昇による個人消費の抑制が懸念される中、雇用・所得環境の改善など

により緩やかな回復傾向が続いています。一方で、世界経済は、各国政府による金融引き締めの影響や中国経済の

見通しへの懸念、中東情勢による地政学リスクの高まりなどにより先行きが不透明な状況にあります。

　このような状況のもと、当社グループの当中間連結会計期間における経営成績は、主にデジタルエンタテインメ

ント事業の主力コンテンツが安定的に業績に貢献したことにより、売上高に加えて、事業利益、営業利益、税引前

利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益の全ての利益区分が過去最高を更新いたしました。

　以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は1,840億８千４百万円（前年同期比19.7％増）、事業利益は502億１

千７百万円（前年同期比41.8％増）、営業利益は498億４千４百万円（前年同期比40.6％増）、税引前中間利益は

508億６千３百万円（前年同期比37.4％増）、親会社の所有者に帰属する中間利益は364億１百万円（前年同期比

35.7％増）となりました。

② 事業別セグメントの業績

(デジタルエンタテインメント事業)

　エンタテインメント市場におきましては、モバイル端末や家庭用ゲーム機器などの各種デバイスの高性能化、次

世代通信システムの普及により、ゲームコンテンツの今後の展開が期待されております。また、ゲームをスポーツ

競技として捉えるeスポーツやゲームプレー動画などが着目されファン層を拡大するなど、コンテンツの楽しみ方

が多様化しています。

　このような状況のもと、当事業の新しい取り組みとしては、家庭用・モバイル・PCで配信中の「eFootball™」に

おいて大型アップデートを実施いたしました。選手個々の能力値を最大化できる新機能や新要素の追加に加え、新

シーズン開幕を記念したスタートアップキャンペーンを実施し、引き続き好調な推移となっております。また、

KONAMI野球ゲームアンバサダーである大谷翔平選手が、“カバーアスリート”としてキービジュアルやアプリアイ

コンなどのイメージを飾るモバイルゲーム「eBaseball™: MLB PRO SPIRIT（イーベースボール エムエルビー プロ

スピリット）」を今秋配信開始することを発表いたしました。本作は、メジャーリーグ（MLB）全30球団とその

ホーム球場、及び実在選手たちをリアルなグラフィックスで搭載しており、いつでもどこでもMLBの世界を体感で

きる全く新しいモバイルゲームです。発表後、大きな反響をいただいております。家庭用ゲーム「パワフルプロ野

球」シリーズでは、30周年記念作品「パワフルプロ野球2024-2025」を発売いたしました。

　継続した取り組みとしては、モバイルゲーム「プロ野球スピリッツA（エース）」・「実況パワフルプロ野

球」・「パワフルプロ野球 栄冠ナイン クロスロード」において、「パワプロの日」を記念したキャンペーンなど

を実施し、大いに盛り上がりました。また、「遊戯王 マスターデュエル」では、累計7,000万ダウンロード突破記

念キャンペーンを実施いたしました。遊戯王カードゲームにおいては、25周年記念プロジェクトを引き続き展開し

ております。グッズの販売やキャンペーンを実施し、多くのお客様にご好評をいただいております。

　eスポーツでは、「eFootball™ Championship 2024 World Finals」をコナミクリエイティブセンター銀座の

esports 銀座 studioにて開催し、コンソール部門・モバイル部門それぞれで世界一のプレーヤーを決定いたしま

した。また、遊戯王カードゲームの世界トップデュエリストを決めるeスポーツ世界選手権「Yu-Gi-Oh! World

Championship 2024」全４部門の決勝戦を米国シアトルで開催いたしました。世界各国・地域の予選を勝ち上がっ

てきた総勢88名の選手による熱戦が２日間にわたり繰り広げられました。さらに、世界野球ソフトボール連盟

（WBSC）公式野球ゲーム「WBSC eBASEBALL™パワフルプロ野球」を競技タイトルとする、WBSC主催のeスポーツの世

界大会「WBSC ｅプレミア12 2024」の日本代表決定戦を「東京ゲームショウ2024」にて実施いたしました。

　以上の結果、当事業における当中間連結会計期間の売上高は1,316億５千万円（前年同期比28.9％増）となり、

事業利益は466億５千５百万円（前年同期比50.3％増）となりました。

 

(アミューズメント事業)

　アミューズメント市場におきましては、社会経済活動が正常化し、市場全体として堅調に推移しております。

　このような状況のもと、当事業のメダルゲームにおいては、販売台数を伸ばしている「桃太郎電鉄 ～メダル

ゲームも定番！～」に続き、コナミの人気IPをモチーフにした「パワフルプロ野球 開幕メダルシリーズ！」を発
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売し、お客様からご好評をいただいております。プッシャーゲームでありながら野球の醍醐味であるボールを打つ

気持ち良さを体験いただけます。アミューズメント施設向けビデオゲームにおいては、「pop'n music」シリーズ

の最新作「pop'n music Jam&Fizz(ポップンミュージック ジャムアンドフィズ)」が稼働を開始いたしました。ア

メリカンダイナーをイメージした食べ物や音楽、雰囲気をテーマに演出を一新し、プレーヤーのご要望にお応えし

た機能を多数追加しております。また、コナミのアミューズメント施設向けゲームを日本全国のネットカフェで遊

べる「e-amusement for NetCafe(イーアミューズメント フォー ネットカフェ)」のサービスを開始いたしまし

た。「麻雀(マージャン)ファイトガール」や「QuizKnock STADIUM(クイズノックスタジアム)」など、アミューズ

メント施設で好評稼働中のコナミの人気タイトルをお楽しみいただくことができます。プライズゲームにおいて

は、「サーチライト」を搭載し、アミューズメント景品を照らすことによって初心者の方でも簡単に景品を狙いや

すい新型クレーンゲーム機「プクレ」を市場に投入いたしました。さらに、新たなサービスとして「コナミ プレ

ミアムくじ ONLINE」を開始いたしました。プレミアムなオリジナルグッズが当たる、はずれなしのオンラインく

じで、PCやスマートフォンを使ってインターネット上で簡単に楽しむことができます。

　eスポーツでは、「BEMANI PRO LEAGUE -SEASON 4- beatmania IIDX」が開幕いたしました。競技会場での観戦の

ほか、パブリックビューイングやライブ配信による観戦等を実施し、eスポーツを様々なスタイルでお楽しみいた

だくことができます。参加しても観戦しても楽しいeスポーツの臨場感をより多くの方にお届けしてまいります。

　以上の結果、当事業における当中間連結会計期間の売上高は108億６百万円（前年同期比8.0％増）となり、事業

利益は20億７千１百万円（前年同期比73.6％増）となりました。

 

(ゲーミング＆システム事業)

　ゲーミング市場におきましては、北米市場及び豪州市場が堅調に推移しております。カジノ施設の新規開業や既

存施設の入替需要などによりカジノ機器の新たな設置機会が生まれ、競合各社が続々と新しい製品を投入していま

す。

　このような状況のもと、49インチ高解像度ディスプレイを搭載した「DIMENSION 49™（ディメンション フォー

ティーナイン）」や、27インチモニターを３台組み合わせた「DIMENSION 27™（ディメンション トゥエンティーセ

ブン）」が当事業のスロットマシン販売をけん引いたしました。大型ディスプレイを組み合わせた「DIMENSION

43x3™（ディメンション フォーティースリーバイスリー）」も着実に販売台数を伸ばしております。パーティシ

ペーション（レベニューシェア）向け筐体では、湾曲した49インチディスプレイが特徴の「DIMENSION 49J™（ディ

メンション フォーティーナイン ジェー）」等の設置台数が拡大しております。

　ゲーミングコンテンツでは、北米市場において「Unwooly Riches™（アンウーリー リッチズ）」シリーズの人気

タイトル「Spice™（スパイス）」及び「Sugar™（シュガー）」が、発売直後から好調を維持しております。ヤギと

ヒツジのキャラクターによる高度なアニメーションを駆使した演出がお客様からご好評をいただいております。ま

た、「Fortune Bags™（フォーチュン バッグス）」シリーズの人気タイトル「Lucky Honeycomb™（ラッキー ハ

ニーコーム）」や「Dragon's Law™（ドラゴンズ ロー）」等のタイトルが順調に販売数を伸ばしています。さら

に、人気の「All Aboard™（オール アボード）」シリーズから着想を得た「Charms Full Link™（チャームズ フル

リンク）」シリーズの市場への展開が拡大しております。豪州市場においては、金色のブタのキャラクターが活躍

する「K-pow! Pig™（カパウ ピッグ）」シリーズや「Bull Rush™（ブル ラッシュ）」シリーズが高稼働を維持し

ております。

　これらに加え、ネイティブアメリカンが運営するカジノ施設において稼働が認められるクラスⅡの機器が８月に

米国フロリダ州で試験稼働を開始いたしました。

　カジノマネジメントシステムにおいては、米国ニュージャージー州の「Ocean Casino Resort」、オハイオ州の

「JACK Cleveland Casino」及び「JACK Thistledown Racino」等の大型カジノ施設に「SYNKROSⓇ（シンクロス）」

が導入され、その後も導入施設数が増加しています。稼働率99.9％という高い信頼性がオペレーターより評価され

ております。

　なお、前中間連結会計期間においてはアジア市場でのコロナ禍後の回復による売上拡大がありましたが、当中間

連結会計期間においては需要が正常化いたしました。

　以上の結果、当事業における当中間連結会計期間の売上高は186億２百万円（前年同期比2.6％減）となり、事業

利益は23億７千７百万円（前年同期比23.7％減）となりました。

 

(スポーツ事業)

　スポーツ市場におきましては、エネルギーコスト高騰による経営環境への影響が続いておりますが、健康意識の

高まりや業態・サービスの多様化により、市場が拡大しております。

　このような状況のもと、スポーツクラブ運営におきましては、前期ご好評をいただいたスタジオプログラムの大

規模イベント「UNITED FEEL」を開催いたしました。９月には、最も人気のあるスタジオプログラムの一つである

「ボディコンバット」が100回目のリリースを迎えたことを記念して、本拠地ニュージーランドよりゲストパ

フォーマーを招いてスペシャルイベントを開催いたしました。迫力あるスタジオプログラムが展開され、大いに盛

り上がりました。さらに、子どもから高齢者まで気軽に始められることから近年話題となっている「ピックルボー
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ル」を「コナミスポーツ テニススクール 大宮」に導入いたしました。スポーツを通して多くの方々の健康で豊か

な人生をサポートしてまいります。

　こども向け運動スクール「運動塾」においては、スポーツを通してお子様の心と体の成長をサポートするため、

スイミング、体操、ダンス、サッカー、テニス、ゴルフなど様々な種目を展開しております。ゴルフスクールで

は、「第11回 コナミスポーツクラブ キッズゴルファーチャレンジカップ」の決勝大会を那須ハイランドゴルフク

ラブ（栃木県）で開催いたしました。予選大会を勝ち抜いた子どもたちとシード選手による熱い戦いが繰り広げら

れました。大会前日の練習ではプロコーチによるレッスンを行い、参加選手の技術力向上を支援すると同時にゴル

フの楽しさをお伝えしました。

　天井にミラーを設置したマシンピラティススタジオ「Pilates Mirror（ピラティスミラー）」は、東京都と神奈

川県において20店舗を新規にオープンし、合計43店舗となりました。引き続き入会待ちとなる施設があるなど、多

くのお客様からご好評の声をいただいております。また、30分集中のパーソナルジム「Personal 30（パーソナル

サンジュウ）」の１号店を東京都の経堂にオープンいたしました。「Personal 30（パーソナル サンジュウ）」で

は、当社が約50年にわたり培ってきた運動指導の実績から実現した、短期間で効率の良いトレーニングを行いま

す。

　資産を持たない形でネットワークを拡大するビジネス形態である受託事業におきましては、これまで培った運

営・指導のノウハウや実績を活かして事業を推進しております。新たに東京都町田市、神奈川県相模原市、石川県

かほく市、大阪府大阪市のスポーツ施設の運営受託を開始しております。

　学校水泳授業の受託におきましては学校側のニーズがますます高まっており、日本全国の小中学校で対象校が拡

大しております。

　なお、昨今の諸物価の高騰やエネルギーコストの高止まりによる影響を受けておりましたが、８月より会費改定

を実施いたしました。

　以上の結果、当事業における当中間連結会計期間の売上高は242億４百万円（前年同期比1.7％増）となり、事業

利益は11億１千１百万円（前年同期比30.6％減）となりました。

③ 財政状態

(資産)

　当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して119億１千万円増加し、6,177億６千万

円となりました。これは主として、新拠点「コナミクリエイティブフロント東京ベイ」建設のための資本的支出な

どにより現金及び現金同等物が減少した一方で、有形固定資産やのれん及び無形資産が増加したこと等によるもの

であります。

(負債)

　当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比較して105億１千９百万円減少し、1,679億５

千３百万円となりました。これは主として、営業債務及びその他の債務が減少したこと等によるものであります。

(資本)

　当中間連結会計期間末における資本合計は、前連結会計年度末に比較して224億２千９百万円増加し、4,498億７

百万円となりました。これは主として、為替変動の影響や配当金の支払いがあった一方で、中間利益の計上により

親会社の所有者に帰属する持分合計が増加したこと等によるものであります。

　なお、親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末に比較して2.3ポイント増加し、72.8％となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比較して

76億８千７百万円減少し、当中間連結会計期間末には2,660億６千万円となりました。

　また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において営業活動により獲得した資金は、446億９千５百万円（前年同期比3.7％増）となり

ました。これは主として、法人所得税の支払額が増加した一方で、中間利益が増加したこと等によるものでありま

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において投資活動により使用した資金は、371億７千２百万円（前年同期比104.4％増）とな

りました。これは主として、資本的支出が増加したこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間において財務活動により使用した資金は、131億６百万円（前年同期比8.1％増）となりまし

た。これは主として、配当金の支払額が増加したこと等によるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費総額は、277億３千２百万円であります。なお、当中間連

結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(注)上記金額は資産計上要件を満たす研究開発費及び資産計上要件を満たさず、発生時に費用認識した研究開発費

等、開発・制作部門で発生した支出の総額です。

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 450,000,000

計 450,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 143,500,000 143,500,000

東京証券取引所

（プライム市場）

ロンドン証券取引所

単元株式数

100株

計 143,500,000 143,500,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 143,500 － 47,398 － 36,893
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(5) 【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 26,806 19.77

一般財団法人上月財団 東京都港区北青山１－２－７ 17,100 12.61

KOZUKI HOLDING B.V.

（常任代理人 株式会社三井住友銀

行）

NARITAWEG 165 TELESTONE 8,

1043BW AMSTERDAM

（東京都千代田区丸の内１－１－２）

15,700 11.58

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１－８－12 15,515 11.45

コウヅキキャピタル株式会社 東京都港区北青山１－２－７ 7,048 5.20

JP MORGAN CHASE BANK 380815

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２－15－１）

6,530 4.82

KOREA SECURITIES DEPOSITORY-

SAMSUNG

（常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

34-6, YEOUIDO-DONG, YEONGDEUNGPO-GU,

SEOUL, KOREA

（東京都新宿区新宿６－27－30）

3,538 2.61

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２－15－１）

2,621 1.93

HSBC HONG KONG-TREASURY SERVICES

A/C ASIAN EQUITIES DERIVATIVES

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店）

1 QUEEN’S ROAD CENTRAL．HONG KONG

（東京都中央区日本橋３－11－１）
2,031 1.50

STATE STREET BANK WEST CLIENT-

TREATY 505234

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY,

MA 02171,U.S.A.

（東京都港区港南２－15－１）

1,990 1.47

計 － 98,879 72.94

（注）１．コナミグループ株式会社が保有する自己株式は、7,942千株であります。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数

は、すべて信託業務に係る株式であります。
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３．2023年９月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会社

及びその共同保有者であるブラックロック・インベストメント・マネジメント・エルエルシー、ブラックロッ

ク（ネザーランド）BV、ブラックロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド、ブラックロック・アセッ

ト・マネジメント・アイルランド・リミテッド、ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ、ブラックロッ

ク・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．が2023年８月31日現在でそれぞれ以下

の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2024年９月30日現在における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

ブラックロック・ジャパン

株式会社
東京都千代田区丸の内１－８－３ 2,812 1.96

ブラックロック・インベス

トメント・マネジメント・

エルエルシー

米国　デラウェア州　ウィルミン

トン　リトル・フォールズ・ドラ

イブ　251

259 0.18

ブラックロック（ネザーラ

ンド）BV

オランダ王国　アムステルダム　

HA1096　アムステルプレイン　1
215 0.15

ブラックロック・ファン

ド・マネジャーズ・リミ

テッド

英国　ロンドン市　スログモート

ン・アベニュー 12
252 0.18

ブラックロック・アセッ

ト・マネジメント・アイル

ランド・リミテッド

アイルランド共和国　ダブリン　

ボールスブリッジ　ボールスブ

リッジパーク 2 　1階

581 0.40

ブラックロック・ファン

ド・アドバイザーズ

米国　カリフォルニア州　サンフ

ランシスコ市　ハワード・スト

リート　400

1,752 1.22

ブラックロック・インス

ティテューショナル・トラ

スト・カンパニー、エヌ．

エイ．

米国　カリフォルニア州　サンフ

ランシスコ市　ハワード・スト

リート　400

1,317 0.92

４．2024年２月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村アセットマネジ

メント株式会社が2024年１月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

2024年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、その大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

野村アセットマネジメント

株式会社
東京都江東区豊洲２－２－１ 11,835 8.25

５．2024年２月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2024年２月15

日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2024年９月30日現在にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセッ

トマネジメント株式会社
東京都港区芝公園１－１－１ 2,933 2.04

日興アセットマネジメント

株式会社
東京都港区赤坂９－７－１ 5,955 4.15
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,942,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 135,303,600 1,352,983 －

単元未満株式 普通株式 253,800 － －

発行済株式総数  143,500,000 － －

総株主の議決権  － 1,352,983 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,300株含まれております

が、議決権の数の欄には同機構名義の議決権53個は含まれておりません。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が62株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コナミグループ株式会社
東京都中央区銀座一丁目

11番１号
7,942,600 － 7,942,600 5.53

計 － 7,942,600 － 7,942,600 5.53

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下、

「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

　なお、要約中間連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人により期中レビューを受けておりま

す。
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１【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  273,747 266,060

営業債権及びその他の債権  43,887 37,104

棚卸資産  13,764 14,041

未収法人所得税  603 830

その他の流動資産 9 11,859 14,330

流動資産合計  343,860 332,365

非流動資産    

有形固定資産  154,454 165,624

のれん及び無形資産  57,226 67,102

持分法で会計処理されている投資  3,456 4,331

その他の投資 9 1,768 1,758

その他の金融資産 9 15,300 17,407

繰延税金資産  28,275 27,749

その他の非流動資産  1,511 1,424

非流動資産合計  261,990 285,395

資産合計  605,850 617,760

負債及び資本    

負債    

流動負債    

社債及び借入金 9 － 19,985

その他の金融負債 9 9,263 8,902

営業債務及びその他の債務  44,257 33,697

未払法人所得税  10,615 11,395

その他の流動負債 5 21,791 23,869

流動負債合計  85,926 97,848

非流動負債    

社債及び借入金 9 59,862 39,899

その他の金融負債 9 20,262 17,623

引当金  9,527 9,475

繰延税金負債  1,192 1,285

その他の非流動負債  1,703 1,823

非流動負債合計  92,546 70,105

負債合計  178,472 167,953

資本    

資本金  47,399 47,399

資本剰余金  78,144 78,144

自己株式  △21,603 △21,609

その他の資本の構成要素 6 20,625 16,012

利益剰余金  302,797 329,845

親会社の所有者に帰属する持分合計  427,362 449,791

非支配持分  16 16

資本合計  427,378 449,807

負債及び資本合計  605,850 617,760
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高及び営業収入    

製品売上高  48,869 51,454

サービス及びその他の収入  104,982 132,630

売上高及び営業収入合計 4,8 153,851 184,084

売上原価    

製品売上原価  △23,645 △22,428

サービス及びその他の原価  △63,402 △73,224

売上原価合計  △87,047 △95,652

売上総利益  66,804 88,432

販売費及び一般管理費  △31,390 △38,215

その他の収益及びその他の費用  29 △373

営業利益  35,443 49,844

金融収益  1,667 1,074

金融費用  △331 △259

持分法による投資利益  229 204

税引前中間利益  37,008 50,863

法人所得税  △10,174 △14,462

中間利益  26,834 36,401

中間利益の帰属：    

親会社の所有者  26,834 36,401

非支配持分  0 0

    

１株当たり中間利益

（親会社の所有者に帰属）
   

基本的(円) 10 197.95 268.53

希薄化後(円) 10 197.95 268.53
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【要約中間連結包括利益計算書】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間利益  26,834 36,401

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する資本性金融資産の公正価値の純変動
 24 △7

純損益に振り替えられることのない項目合

計
 24 △7

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  7,723 △4,606

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 7,723 △4,606

その他の包括利益合計  7,747 △4,613

中間包括利益  34,581 31,788

中間包括利益の帰属：    

親会社の所有者  34,581 31,788

非支配持分  0 0

 

EDINET提出書類

コナミグループ株式会社(E01956)

半期報告書

14/30



(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

        （単位：百万円）

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
 資本金

資本
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

利益
剰余金

合計

2023年４月１日残高  47,399 78,144 △21,594 11,880 260,435 376,264 15 376,279

中間利益      26,834 26,834 0 26,834

その他の包括利益     7,747  7,747  7,747

中間包括利益合計  － － － 7,747 26,834 34,581 0 34,581

自己株式の取得    △3   △3  △3

自己株式の処分   0 0   0  0

配当金 7     △8,405 △8,405  △8,405

所有者との取引額合計  － 0 △3 － △8,405 △8,408 － △8,408

2023年９月30日残高  47,399 78,144 △21,597 19,627 278,864 402,437 15 402,452

 

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
 資本金

資本
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

利益
剰余金

合計

2024年４月１日残高  47,399 78,144 △21,603 20,625 302,797 427,362 16 427,378

中間利益      36,401 36,401 0 36,401

その他の包括利益     △4,613  △4,613  △4,613

中間包括利益合計  － － － △4,613 36,401 31,788 0 31,788

自己株式の取得    △6   △6  △6

配当金 7     △9,353 △9,353  △9,353

所有者との取引額合計  － － △6 － △9,353 △9,359 － △9,359

2024年９月30日残高  47,399 78,144 △21,609 16,012 329,845 449,791 16 449,807
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

中間利益  26,834 36,401

減価償却費及び償却費  9,444 10,308

減損損失  54 453

受取利息及び受取配当金  △571 △727

支払利息  317 245

固定資産除売却損益(△)  6 10

持分法による投資損益(△)  △229 △204

法人所得税  10,174 14,462

営業債権及びその他の債権の純増(△)減  8,465 5,782

棚卸資産の純増(△)減  △971 △577

営業債務及びその他の債務の純増減(△)  △3,427 △5,983

前払費用の純増(△)減  △2,542 △2,161

契約負債の純増減(△)  1,178 2,031

その他  △1,292 △2,670

利息及び配当金の受取額  566 775

利息の支払額  △295 △223

法人所得税の支払額  △4,591 △13,227

営業活動によるキャッシュ・フロー  43,120 44,695

投資活動によるキャッシュ・フロー    

資本的支出  △18,350 △36,194

差入保証金の差入による支出  △65 △44

差入保証金の回収による収入  230 94

その他  1 △1,028

投資活動によるキャッシュ・フロー  △18,184 △37,172

財務活動によるキャッシュ・フロー    

リース負債の返済による支出  △3,718 △3,754

配当金の支払額 7 △8,399 △9,346

その他  △3 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー  △12,120 △13,106

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響額  4,026 △2,104

現金及び現金同等物の純増減額  16,842 △7,687

現金及び現金同等物の期首残高  219,263 273,747

現金及び現金同等物の中間期末残高  236,105 266,060
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【要約中間連結財務諸表注記】

 

１．報告企業

 

　コナミグループ株式会社（以下、当社）は、日本に所在する企業であります。

　当社の要約中間連結財務諸表は、当社及び子会社（以下、当社グループ）並びに関連会社に対する持分により構成さ

れております。

　当社グループは、主としてデジタルエンタテインメント事業、アミューズメント事業、ゲーミング＆システム事業及

びスポーツ事業等の事業を行っております。

　各事業の内容については、「注記４．セグメント情報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

 

(1) 要約中間連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

　当社グループは、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満たしてい

るため、同第312条の規定を適用しております。

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、IAS第34号に準拠して作成しており、前連結会計年度に係る連結財務諸

表で要求されているすべての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきも

のであります。

 

(2) 見積り及び判断の利用

　要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、見積り及び判断を利用しております。経営者による判断並びに

将来に関する仮定及び見積りの不確実性は、要約中間連結財務諸表の報告日の資産、負債の金額及び偶発資産、偶発

負債の開示、並びに収益及び費用として報告した金額に影響を与えます。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直し

た会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同

様であります。

 

 

３．重要性がある会計方針

 

　当社グループが当要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表において適用した会計方針と同一であります。
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４．セグメント情報

 

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営

意思決定者が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている事業セグメント

を基礎として決定しております。

　事業セグメントとは、他の事業セグメントとの取引を含む、収益を稼得し費用を発生させる事業活動の構成単位であ

ります。

　各事業セグメントは、異なる市場において異なる製品を提供する戦略的事業単位であるため、それぞれ個別に管理さ

れております。

　当社グループの活動は、主として以下の４つの事業セグメントにより、世界的に事業を展開しております。

①デジタルエンタテインメント事業 モバイルゲーム、家庭用ゲーム、カードゲーム等のデジタルコンテンツ及び

それに関わる製品の制作、製造及び販売

②アミューズメント事業 アミューズメントマシンの制作、製造及び販売

③ゲーミング＆システム事業 ゲーミング機器及びカジノマネジメントシステムの制作、製造、販売及び

サービス

④スポーツ事業 スポーツ施設運営、スイミング・体操・ダンス・サッカー・テニス・ゴルフ

などのスクール運営及びスポーツ関連商品の制作、販売

　当社グループは、各事業における事業利益をセグメント損益としております。各事業におけるセグメント損益は、売

上高及び営業収入から売上原価と販売費及び一般管理費を控除したものであり、各セグメント損益には、全社費用や金

融収益及び金融費用、並びに有形固定資産やのれん及び無形資産の減損損失等、各セグメントに関連する特別な費用は

含まれておりません。調整額の項目は、特定のセグメントに直接関連しない本社費用及びセグメント間取引高消去等か

ら構成されております。

　セグメント間取引は、独立企業間価格で行っております。

　なお、当中間連結会計期間において、連結売上高の10％以上を占める重要な単一の顧客はありません。

 

EDINET提出書類

コナミグループ株式会社(E01956)

半期報告書

18/30



(1) 事業セグメント

 
 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額 連結計
 

デジタルエン

タテインメン

ト事業

アミューズメ

ント事業

ゲーミング＆

システム事業
スポーツ事業 計

売上高及び営業収入        

外部顧客に対する売上高 101,768 9,266 19,036 23,781 153,851 － 153,851

セグメント間の内部売上高 334 736 66 18 1,154 △1,154 －

 計 102,102 10,002 19,102 23,799 155,005 △1,154 153,851

事業利益 31,032 1,193 3,117 1,600 36,942 △1,528 35,414

その他の収益及び

その他の費用
－ － － － － － 29

営業利益 － － － － － － 35,443

金融収益及び金融費用 － － － － － － 1,336

持分法による投資利益 － － － － － － 229

税引前中間利益 － － － － － － 37,008

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額 連結計
 

デジタルエン

タテインメン

ト事業

アミューズメ

ント事業

ゲーミング＆

システム事業
スポーツ事業 計

売上高及び営業収入        

外部顧客に対する売上高 131,379 10,076 18,594 24,035 184,084 － 184,084

セグメント間の内部売上高 271 730 8 169 1,178 △1,178 －

 計 131,650 10,806 18,602 24,204 185,262 △1,178 184,084

事業利益 46,655 2,071 2,377 1,111 52,214 △1,997 50,217

その他の収益及び

その他の費用
－ － － － － － △373

営業利益 － － － － － － 49,844

金融収益及び金融費用 － － － － － － 815

持分法による投資利益 － － － － － － 204

税引前中間利益 － － － － － － 50,863
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(2) 地域別情報

外部顧客に対する売上高及び営業収入

  （単位：百万円）

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

日本 105,998 133,065

米国 29,794 30,784

欧州 9,819 12,106

アジア・オセアニア 8,240 8,129

連結計 153,851 184,084

　上記外部顧客に対する売上高及び営業収入については、当社グループ各社の所在地を基礎として地域を決定しており

ます。

 

５．その他の流動負債

 

　その他の流動負債の内訳は、以下のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

契約負債 12,467 14,426

その他 9,324 9,443

合計 21,791 23,869
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６．資本

 

　その他の資本の構成要素の各項目の増減は、以下のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

在外営業活動体の換算差額   

期首残高 11,367 20,279

期中増減 7,723 △4,606

利益剰余金への振替 － －

期末残高 19,090 15,673

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
  

期首残高 513 346

期中増減 24 △7

利益剰余金への振替 － －

期末残高 537 339

 

７．配当金

 

　前中間連結会計期間において、１株当たり62.00円（総額8,405百万円）の配当を支払っております。

　当中間連結会計期間において、１株当たり69.00円（総額9,353百万円）の配当を支払っております。

　また、2024年10月31日開催の取締役会において、2024年９月30日現在の株主に対し、１株当たり66.00円（総額8,947

百万円）の現金配当を行うことを決議しております。
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８．売上収益

 

　報告セグメントの外部顧客に対する売上高及び営業収入を、当社グループ各社の所在地を基礎として分解した内訳は

以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

    （単位：百万円）

 日本 米国 欧州
アジア・
オセアニア

計

デジタルエンタテインメント事業 72,951 15,097 9,819 3,901 101,768

アミューズメント事業 9,266 － － － 9,266

ゲーミング＆システム事業 － 14,697 － 4,339 19,036

スポーツ事業 23,781 － － － 23,781

外部顧客に対する売上高及び営業収入 105,998 29,794 9,819 8,240 153,851

顧客との契約から生じる収益 105,998 26,433 9,819 8,240 150,490

その他の源泉から生じる収益 － 3,361 － － 3,361

(注)　その他の源泉から生じる収益は、IFRS第16号「リース」に基づき認識した収益であります。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

    （単位：百万円）

 日本 米国 欧州
アジア・
オセアニア

計

デジタルエンタテインメント事業 98,954 15,984 12,106 4,335 131,379

アミューズメント事業 10,076 － － － 10,076

ゲーミング＆システム事業 － 14,800 － 3,794 18,594

スポーツ事業 24,035 － － － 24,035

外部顧客に対する売上高及び営業収入 133,065 30,784 12,106 8,129 184,084

顧客との契約から生じる収益 132,885 27,482 12,106 8,129 180,602

その他の源泉から生じる収益 180 3,302 － － 3,482

(注)　その他の源泉から生じる収益は、IFRS第16号「リース」に基づき認識した収益であります。
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９．金融商品の公正価値

 

(1) 公正価値の算定方法

　金融資産及び金融負債の公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

 

①償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値

　現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務は、短期間で決済されるため公正価

値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　差入保証金及びその他の金融資産の公正価値は、当社グループの見積りによる信用リスクを加味した割引率で、元

利金の合計額を割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。

　社債及び借入金、その他の金融負債の公正価値は、当社グループが新たに同一残存期間の借入を同様の条件で行う

場合に適用される利率で、元利金の合計額を割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しておりま

す。

 

②その他の包括利益を通じて測定する資本性金融資産の公正価値

　資本性金融商品であるその他の投資のうち、市場性のある株式の公正価値については、期末日の株式市場相場にお

ける同一資産に関する相場価額を基にしており、レベル１に分類しております。非上場株式の公正価値については、

類似企業の市場価格等の観察可能な指標と観察不能な指標を用いた評価技法により算定しており、レベル３に分類し

ております。

 

③純損益を通じて測定する金融資産及び金融負債の公正価値

　為替予約の公正価値については、取引先金融機関から提示された期末日の先物為替相場価額に基づいて算定してお

り、レベル２に分類しております。負債性金融商品であるその他の投資については、類似企業の市場価格等の観察可

能な指標と観察不能な指標を用いた評価技法により算定しており、レベル３に分類しております。

 

(2) 公正価値ヒエラルキー

　公正価値のヒエラルキーは、以下のレベルとなっております。

レベル１・・・ 活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２・・・ レベル１以外の、観察可能なインプットを直接、または間接的に使用して算出された公正価値

レベル３・・・ 観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値
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(3) 金融商品の公正価値

　金融商品の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりであります。

    （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産：     

償却原価で測定する金融資産     

貸付金 14 14 5 5

差入保証金 16,790 17,447 19,627 20,210

その他の金融資産 1,072 1,004 649 621

その他の包括利益を通じて測定する資本

性金融資産
    

その他の投資（株式） 1,616 1,616 1,606 1,606

その他の投資（株式以外） 72 72 72 72

純損益を通じて測定する金融資産     

その他の投資（株式以外） 80 80 80 80

金融負債：     

償却原価で測定する金融負債     

社債及び借入金 59,862 57,586 59,884 57,764

その他の金融負債 2,102 2,102 1,991 1,991
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(4) 要約中間連結財政状態計算書において認識された公正価値の測定

　前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末における経常的に公正価値で測定されている金融資産は、以下のとお

りであります。

 

前連結会計年度（2024年３月31日）

    （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

その他の包括利益を通じて測定する資本

性金融資産
    

その他の投資（株式） 892 － 724 1,616

その他の投資（株式以外） － － 72 72

純損益を通じて測定する金融資産     

その他の投資（株式以外） － － 80 80

 合計 892 － 876 1,768

 

当中間連結会計期間（2024年９月30日）

    （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

その他の包括利益を通じて測定する資本

性金融資産
    

その他の投資（株式） 882 － 724 1,606

その他の投資（株式以外） － － 72 72

純損益を通じて測定する金融資産     

その他の投資（株式以外） － － 80 80

 合計 882 － 876 1,758

 

　レベル３に区分されるその他の投資については、当中間連結会計期間において、重要な変動は生じておりません。
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10．１株当たり利益

 

　前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益は、以下

のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益 26,834百万円 36,401百万円

希薄化後１株当たり中間利益の算定に使用する中

間利益調整額
－百万円 －百万円

希薄化後１株当たり中間利益の算定に使用する中

間利益
26,834百万円 36,401百万円

基本的加重平均発行済普通株式数 135,558,561株 135,557,586株

転換社債型新株予約権付社債による調整株式数 －株 －株

希薄化後１株当たり中間利益の算定に使用する加

重平均発行済普通株式数
135,558,561株 135,557,586株

基本的１株当たり中間利益 197.95円 268.53円

希薄化後１株当たり中間利益 197.95円 268.53円

(注)　希薄化後１株当たり中間利益については、潜在株式が存在しないため、基本的１株当たり中間利益と同額を記載し

ております。

 

11．後発事象

 

　該当事項はありません。

12．要約中間連結財務諸表の承認

 

　2024年11月12日に、要約中間連結財務諸表は代表取締役社長　東尾　公彦によって承認されております。
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２【その他】

（１）期末配当

2024年５月16日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（イ）配当金の総額………………9,353百万円

（ロ）１株当たり配当額…………69円00銭

（ハ）基準日………………………2024年３月31日

（ニ）効力発生日…………………2024年６月５日

（２）中間配当

2024年10月31日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（イ）配当金の総額………………8,947百万円

（ロ）１株当たり配当額…………66円00銭

（ハ）基準日………………………2024年９月30日

（ニ）効力発生日…………………2024年11月21日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月12日

コナミグループ株式会社

取締役会　御中

 

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　壮 一 郎

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千代田　義　央

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新　保　智　巳

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコナミグループ株

式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日ま

で）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連結包

括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを

行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、コナミグループ株式会

社及び連結子会社の2024年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並びに中間連結

会計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、経営者が清算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ以外

に現実的な代替案がない場合を除いて、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開示する必要がある場合

には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務諸表

の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
（注）　1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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